
 

   退職手当の支給制限処分等に関する規則 

                        （平成２２年 ４月 １日組合規則第 ３号） 

   改正 平成２８年 ３月 ２日組合規則第５号 

    令和 ２年 ３月 ３日組合規則第２号 

    令和 ５年１０月１３日組合規則第５号 

令和 ７年 ４月２４日組合規則第３号 

（山形県市町村職員退職手当支給条例施 

行規則等の一部を改正する規則第２条に 

よる改正）              

令和 ７年１０月 ２日組合規則第５号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、山形県市町村職員退職手当支給条例（昭和３７年組合条例第３号。以下「支給条

例」という。）第１９条第１項、第１９条の２第１項、第２項若しくは第３項、第１９条の３第１項若

しくは第２項、第１９条の４第１項、第１９条の５第１項又は第１９条の６第１項から第５項までの

規定による処分（以下「退職手当支給制限等処分」という。）に係る組合長への報告及び当該処分を受

けるべき者への通知に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 退職に係る組合市町村長等 支給条例第１８条第２号に規定する退職に係る組合市町村長等をい

う。 

⑵ 事務引継市町村長等 職員が退職（支給条例その他の条例の規定により、支給条例の規定による

退職手当を支給しないこととしている退職を除く。以下同じ。）をした後に当該退職をした組合市町

村（支給条例第１条に規定する組合市町村をいう。以下同じ。）が存しない場合の当該存しなくなっ

た組合市町村の山形県市町村職員退職手当組合に係る事務を引き継いだものをいう。 

⑶ 施行規則 山形県市町村職員退職手当支給条例施行規則（昭和４５年組合規則第１号）をいう。 

⑷ 一般の退職手当等 支給条例第８条の２第２項に規定する一般の退職手当等をいう。ただし、労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条及び第２１条の規定により解雇予告手当として支給

しなければならないものを除く。 

⑸ 基礎在職期間 支給条例第８条の２第２項に規定する基礎在職期間をいう。 

⑹ 特別職の職員 支給条例第４条第１項に規定する特別職の職員をいう。 

⑺ 懲戒免職等処分を受けるべき行為 支給条例第１９条の２第２項第２号に規定する懲戒免職等処

分を受けるべき行為をいう。 

⑻ 定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分 支給条例第１９条の３第１項第２号に規定する

定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分をいう。 

 （懲戒免職等処分を受けた場合等の退職手当申請に係る添付書類） 

第３条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、退職をした者が支給条例第１９条第１

項各号のいずれかに該当するときは、施行規則第８条第１項に規定する申請には同項に規定する書類

のほか退職手当支給制限に係る報告書（別記様式第１号）を添えなければならない。 

 （退職手当の支払の差止めに係る事情がある場合の退職手当申請に係る添付書類） 

第４条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、退職した者が支給条例第１９条の２第

１項第１号に該当するときは、施行規則第８条第１項に規定する申請には同項に規定する書類のほか

退職手当支払差止処分に係る報告書（別記様式第２号）を添えなければならない。 



 

（退職手当の支払の差止めに係る事情がある場合の組合市町村長等の報告義務） 

第５条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、次の各号のいずれかに該当したときは、

直ちに組合長に対し退職手当の支払の差止めに係る事情がある旨を陳述するとともに退職手当支払差

止処分に係る報告書を提出しなければならない。 

⑴ 退職をした者が支給条例第１９条の２第１項第２号に該当したとき 

⑵ 一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、当該退職をした者の基礎在職期間中の

行為に係る刑事事件（特別職の職員であった者については、基礎在職期間以外の期間中の行為に係

る当該職員の職務に関連する刑事事件を含む。次号において同じ。）に関してその者が逮捕されたと

き 

⑶ 一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、退職に係る組合市町村長等又は事務引

継市町村長等が、当該退職をした者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者に犯

罪（当該犯罪に係る法定刑の上限が拘禁刑以上の刑に当たるものに限る。）があると思料するに至っ

たとき 

⑷ 一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、支給条例第１９条の２第２項第２号に

該当したとき 

２ 事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、当該退職をした

者について、当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲

戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由があると思料するに至ったとき

は、直ちに組合長に対し退職手当の支払の差止めに係る事情がある旨を陳述するとともに退職手当支

払差止処分に係る報告書を提出しなければならない。 

（退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限に係る組合市町村長等の報告義務） 

第６条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、支給条例第１９条の３第１項各号のいずれかに該当したときは、直ちに組合長に

対し退職手当支給制限に係る事情がある旨を陳述するとともに退職手当支給制限に係る報告書を提出

しなければならない。 

２ 事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われていない場合において、当該退職をした

者（定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分となる者を除く。）について、当該退職後に当該一

般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受け

るべき行為をしたと認めたときは、直ちに組合長に対し退職手当支給制限に係る事情がある旨を陳述

するとともに退職手当支給制限に係る報告書を提出しなければならない。 

（退職手当の返納に係る組合市町村長等の報告義務） 

第７条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われた後

において、支給条例第１９条の４第１項各号のいずれかに該当するときは、直ちに組合長に対し退職

手当返納等に係る報告書（別記様式第３号）を提出しなければならない。 

２ 事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われた後において、当該退職をした者（定年

前再任用短時間勤務職員に対する免職処分の対象となる者を除く。）について、当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をし

たと認めたときは、直ちに組合長に対し退職手当返納等に係る報告書（別記様式第３号）を提出しな

ければならない。 

（相続人からの退職手当相当額の納付に係る組合市町村長等の報告義務） 

第８条 退職に係る組合市町村長等又は事務引継市町村長等は、一般の退職手当等の額が支払われた後

において、当該一般の退職手当等の額の支払を受けた者が当該退職の日から６月以内に死亡した場合

（当該退職をした者について前条の規定による退職手当返納等に係る報告書が提出されている又は提



 

出する場合を除く。）において、当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当

な理由があると思料するに至ったときは、直ちに組合長に対し懲戒免職等処分を受けるべき行為をし

たことを疑うに足りる相当な理由がある旨の報告書（別記様式第４号）を提出しなければならない。 

 （退職手当支給制限処分書の様式） 

第９条 支給条例第１９条第１項の規定による処分に係る同条第２項の書面の様式及び支給条例第１９

条の３第１項（同項第１号又は第２号に該当する場合に限る。）の規定による処分に係る同条第５項に

おいて準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第５号のとおりとする。 

２ 支給条例第１９条の３第１項（同項第３号に該当する場合に限る。）又は第２項の規定による処分に

係る同条第５項において準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第６号のとおり

とする。 

 （退職手当支払差止処分書の様式） 

第１０条 支給条例第１９条の２第１項の規定による処分に係る同条第１０項において準用する支給条

例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第７号のとおりとする。 

２ 支給条例第１９条の２第２項（同項第１号に該当する場合に限る。）の規定による処分に係る同条第

１０項において準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第８号のとおりとする。 

３ 支給条例第１９条の２第２項（同項第２号に該当する場合に限る。）の規定による処分に係る同条第

１０項において準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第９号のとおりとする。 

４ 支給条例第１９条の２第３項の規定による処分に係る同条第１０項において準用する支給条例第１

９条第２項の書面の様式は、別記様式第１０号のとおりとする。 

 （退職手当返納命令書の様式） 

第１１条 支給条例第１９条の４第１項（同項第１号又は第２号に該当する場合に限る。）の規定による

処分に係る同条第６項において準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第１１号

のとおりとする。 

２ 支給条例第１９条の４第１項（同項第３号に該当する場合に限る。）の規定による処分に係る同条第

６項又は支給条例第１９条の５第１項の規定による処分に係る同条第２項において準用する支給条例

第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第１２号のとおりとする。 

 （支給条例第１９条の６第１項に規定する懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足り

る相当な理由がある旨の通知書の様式） 

第１２条 支給条例第１９条の６第１項の規定による通知に係る書面の様式は、別記様式第１３号のと

おりとする。 

 （退職手当相当額納付命令書の様式） 

第１３条 支給条例第１９条の６第１項、第２項又は第３項の規定による処分に係る同条第７項におい

て準用する支給条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第１４号のとおりとする。 

２ 支給条例第１９条の６第４項又は第５項の規定による処分に係る同条第７項において準用する支給

条例第１９条第２項の書面の様式は、別記様式第１５号のとおりとする。 

 （退職に係る組合市町村長等への通知） 

第１４条 組合長は、退職手当支給制限等処分を行うときには、当該処分を受けるべき者に通知する前

５条に規定する書面の写しを添付して、その旨を当該処分に係る退職に係る組合市町村長等又は事務

引継市町村長等に通知しなければならない。 

２ 組合長は、第３条から第７条までに規定する報告書の提出があった場合で退職手当支給制限等処分

をすることが必要でないと認めたときは、その理由を付記した書面により、その旨を当該退職に係る

組合市町村長等又は事務引継市町村長等に通知するものとする。 



 

 （報告内容等に変化があった場合の組合市町村長等の報告義務） 

第１５条 第２条から第６条までに規定する報告書の提出を行った退職に係る組合市町村長等又は事務

引継市町村長等は、当該報告書を提出した後に新たに判明した事実又は生じた事情（当該退職をした

者（死亡による退職の場合には、その遺族）の死亡を含む。）がある場合には、直ちにその内容を組合

長に陳述するとともにその内容を付記した書面により報告しなければならない。 

   附 則      

この規則は、平成２２年４月１日から施行し、同日以後の退職に係る退職手当について適用する。 

附 則  （平成２８年 組合規則第５号） 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則  （令和 ２年 組合規則第２号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則  （令和 ５年 組合規則第５号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則  （令和 ７年 組合規則第３号） 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に提出され、又は交付されている旧規則の様式により使用されている書類

は、新規則の様式によるものとみなす。 

附 則  （令和 ７年 組合規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に通知したこの規則による改正前の退職手当の支給制限処分等に関する規則

別記様式第５号から別記様式第１５号までの様式による書面は、この規則による改正後の退職

手当の支給制限処分等に関する規則別記様式第５号から別記様式第１５号までの様式による書

面とみなす。 
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